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環境と経済発展



温室効果ガス

水蒸気、二酸化炭素、メタン（天然ガス）などは

赤外線を通過させない性質がある

地球規模でも同様のことが起こっているのでは

ないか？



温暖化問題はいつから

1970年代には地球の冷却化が心配されていた

氷河期に向かっている

硫酸ミスト（酸性雨）による冷却化



1980年代後半

温暖化問題が注目され

IPCC (Intergovernmental Panel on Climate 

Change-気候変動に関する政府間パネル)設立

現在第5次レポートを準備中



温暖化はないと言っている人も？

地球は氷河期に向かっている？

二酸化炭素＝温室効果ガスによる効果より

太陽の黒点の変化による効果が大きい？

国連の報告書はウソばっかり？

温暖化が進んでも経済活動への影響はない？



温暖化の行方は？
リスクがある時に経済学ではどう対処するか？
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過去50年間のCO2濃度の推移



5000年前10000年前

二酸化炭素濃度の推移



21世紀末の気温

IPCC 第四次報告による



温暖化保険の難しさ

被害額はいくらなのか？

温暖化は時間を超えた問題であり、将来の

被害額の算出が困難

保険料はいくらなのか？

温暖化は地球規模の問題であり、保険料の

算出が困難

受取人は誰か？



温暖化と社会的厚生
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温暖化の経済学

社会的厚生を最大にする点E’はどこに？

E’は分からない

なぜなら、被害額を知ることが不可能

被害額の計算が困難

世代間の問題であり、被害額の現在価値の

算出は困難



温暖化対策の目標は正しいか？

現在言われている目標

産業革命からの上昇を2度に抑える

先進国は2020年に25－40％削減

2050年に世界全体で排出量を半減



温暖化は政治・経済的問題

• 南北問題

• 温暖化に影響を与えない国が被害者に

• 国の競争力と企業の競争力

• 温暖化対策・政策は産業政策の問題

• エネルギー問題・成長の制約要因

• エネルギーの安全保障問題

• 有効な対策は規制、環境税、排出権取引？



一人当たりのCO2排出量



世界の累積CO2排出量



二酸化炭素排出量の予測



温暖化防止の為の国際的取り組み

 1988年 IPCC設置

 1992年 気候変動に関する枠組条約

 1995年 COP１

 1997年 COP３-京都議定書

・

・

 2010年 COP16



米国の政策

2035年までに発電の80％をクリーンエネルギー

で賄う

クリーンエネルギーにはクリーンコール、天然

ガス、原子力が含まれる



欧州の政策

2020年までに温室効果ガスを20％削減

2020年までに20％を再生可能エネルギーで

2020年までにエネルギー消費を20％削減



各国のエネルギー効率
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日本の政策

日本の技術を利用した新興国でのエネルギー

効率改善

最貧国への農業支援、産業支援

格差を拡大しない‐国内資源の利用

先端技術開発支援の補助金政策




